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1．1 背景と目的   

医療の安全に関する国民的な要請が高まっていることを受けて、平成16年2月13日の中央社会  

保険医療協議会（以下「中医協」）の答申において、医療安全の確保に係る取り組みを適切に評価  

し、診療報酬体系における評価の在り方について検討する必要性が指摘された。平成17年5月に  

公表された「今後の医療安全対策について」（医療安全対策検討WG）では、医療の質と安全の向  

上を図るため、①医療の質と安全に関する管理体制の充実、②医薬品の安全確保、③医療機器の安  

全確保、④医療における情報技術（IT）の活用、⑤医療従事者の資質向上、⑥行政処分を受けた医  

療従事者に対する再教育－といった諸項目への取り組みの強化を求めている。   

さらに平成19年4月1日に施行された医療法改正では、①診療所又は助産所の管理者について  

も安全管理体制の整備を義務付けると共に、②院内感染制御体制の整備、③医薬品、医療機器の安  

全使用、管理体制の整備鵬を新たに義務付ける方向性が示されている。   

これらの状況をふまえ、医療機関等を対象として、医療安全に関する取り組みの普及状況とその  

所要コストの実態を把握し、診療報酬体系における評価のあり方について検討するための基礎資料  

を作成することを目的として、本調査を実施する。  

1．2 調査の実施体制   

本調査では、下記の委員による検討委員会を組織し、調査項目の検討や調査対象の選定を行い、  

調査を実施した。  

くく「平成18年度医療安全に関するコスト調査」検討委員会メンバー＞  

主査：今中雄一  

委員：（五十音順）  

井上章治  

猪口 雄二  

木下勝之  

高津茂樹  

土屋 文人  

松田 晋哉  

京都大学大学院医学研究科／教授  

日本薬剤師会／常務理事  

全日本病院協会／常任理事  

日本医師会／常任理事  

日本歯科医療管理学会／会長  

日本病院薬剤師会／常務理事  

産業医科大学医学部／教授   



1．3 調査の方法と内容  

1．3．1調査の全体デザイン  

本調査では、医療安全に関する取り組みに要するコスト、その取り組みの普及度合いなどを把握  

する大規模なアンケート調査と、病院を対象にした賠償責任保険料調査を実施した。加えて、アン  

ケート調査を補足する調査として、ヒアリング調査を行った。  

1．3．2 アンケート調査の方法と内容   

（1）調査の対象   

アンケート調査は、病院（本調査の検討委員会主査である今中雄一・京都大学大学院教授を主任  

研究者とする平成18年度厚生労働科学研究補助金政策科学推進研究事業『医療における安全・質  

確保のための必要資源の研究』と調査対象の重複を避けるため、単独型・管理型の臨床研修病院を  

除く）、一般診療所（有床）、叫般診療所（無床）、歯科診療所及び保険薬局を対象とした。   

調査対象施設の種類、客体数、抽出条件は表l－1の通りである。  

表l－1アンケート調査対象施設の種類・客体数・抽出条件  

施設の種類   客体数   客体の抽出条件   

病院   2，000件  以下の条件で層化。各層500件を無作為抽出。  

①一般病院：療養病床あり（療養病床60％以上）  

②一般病院：療養病床あり（療養病床60％未満）  

③〟般病院：療養病床なし  

④精神科病院  
※臨床研修病院（単独型、管理型）、開設者が医育機関であるもの、  

原爆病院、自衛隊などの病院を母体リストから除外。   

一般診療所（有床）   2，000件  主たる診療科目で層化。各層500件を無作為抽出。  

（D内科系  

②外科系：整形外科  

③外科系：産婦人科・産科  

④外科系：その他外科系診療科  
※「内科系」などの定義は2．2．1を参照。  

※医務室、健康管理センター、血液センターなどを除外。   

一般診療所（無床）   2，000件  主たる診療科目で層化。各層500件を無作為抽出。  

①内科系：小児科  

②内科系：精神科・心療内科  

③内科系：その他内科系診療科  

④外科系  
※「外科系」などの定義は2．3．1を参照。  

※医務室、健康管理センタ脚、血液センターなどを除外。   

歯科診療所   2，000件  診療科目で層化。各層1，000件を無作為抽出。  

①歯科口腔外科を標樗している  

②その他   

保険薬局   2，000件  層化はしていない。2，000件を無作為抽出。  



（2）調査の内容   

医療安全対策検討会議「今後の医療安全対策について」などにおいて政策上重視される取り組み  

を中心に、次の内容について調査を実施し、医療安全に関する取り組みのコスト等を把握した。施  

設種類別の調査項目は表l－2（次頁）の通りである。  

ダ 医療安全に係る人的管理体制（管理部署。担当者の設置状況、委員会。会合等）  

＞ 医療安全のための研修（院内・院外）  

＞ 安全管理・感染制御のための点検・改善活動（ヒヤリ・ハットや医療事故等の事例収集  

と再発防止、院内感染対策、内部評価活動）  

＞ 医療安全の向上に関わる機器・設備等、医療機器の保守・点検活動  

＞ 医薬品の安全管理に関わる活動  

＞ 感染性廃棄物の処理  

＞ 患者相談のための窓口や担当者の設置  

1．3．3 賠償責任保険料調査の方法と内容  

賠償責任保険料調査は、全日本痛院協会のご協力のもと、任意に選択された59病院を対象とし  

て実施した。   

調査では、医療従事者を被保険者とするもの、病院・法人等を被保険者とするものの双方につい  

て、病院が負担する保険料（平成17年度及び平成18年度上半期）を把握した。  

1．3．4 ヒアリング調査の方法と内容   

（1）調査の対象と方法   

ヒアリング調査は、アンケート調査に回答があった施設の中から、施設の属性（病床種類、病床  

規模、標傍診療科目、処方せん枚数の多寡など）に配慮した上で、医療安全に関する取り組みが積  

極的・意欲的であった施設を、施設種類毎に3施設ずつ選定し、施設長や医療安全管理担当者等を  

対象に実施した。  

（2）ヒアリング内容   

ヒアリングにおいては、以下の分野ごとに、コストの詳細、平均コストとの差に関する考え、コ  

ストの変化、適正な医療安全への取り組みとして求められる水準等について尋ねた。  

＜ヒアリング調査における基本分野＞  

㌢ 医療安全に関する人的管理体制、教育・研修  

＞ 安全管理・感染対策のための点検。改善活動  

＞ 医療安全の向上、調剤業務・医薬品の安全管理に関わる機器。設備等  

＞ 医薬品の安全管理  

＞ その他の医療安全に係る取り組み  
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表1－2 アンケート調査項目一覧  

大項目   小項目   
人件費／非人件費  有床  

人件費  非人件費   病院   診療所   診療所   診療所   薬局  

安全管理・感染制御に  

医療安全に  ○  ○   ○   ○   ○   ○  

関わる人的  

管理体制、教  
○  

関する委員会・会合等  
○   ○   ○   ○   ○  

育・研修  

院外研修・院内研修   ○   ○   ○   ○   ○   ○   ○   

ヒヤリ・ハットや医療  

安全管理・感  ○  ○   （⊃   ○   ○   ○  

染制御のた  

めの点検・改  ○   ○   ○   ○   ○  
善活動  

内部評価活動   ○  ○  

医療安全の向上に関わ  

医療安全の  ○   ○   ○   ○   ○   ○  

向上に関わ  

る機器・設備  

等、医療機器  ○   ○   ○   ○   ○   ○  

の保守・点検  

活動状況  医療機器の保守・点検  
○   

活動  
（⊃   ○   ○   ○   ○   ○   

病棟薬剤師の配置  
○  

状況  

病棟への注射薬の  
○  

供給状況  

医薬品の安  
薬剤管理指導等の  

○  ○   ○  

全管理に関  
実施状況  

抗がん剤使用に関  
わる活動状  

する取り組み   
○  ○   ○  

況  
院内及び保険薬局  

との連携状況、安全  （⊃  ○   ○   ○  

情報収集  

薬歴管理や服薬指  
○  導の実施状況  ○   

感染性廃棄物の処理  ○   ○   ○   ○   ○  

その他の取  ○  ○   ○   ○   ○   ○  
り組み  

医療安全に関わる今後  
○   

の取り組み意向  
○   

施設の基本情報  ○   ○   ○   ○   （⊃  



1．4 アンケート調査一賠償責任保険料調査の回収状況と集計方法  

1寧4．1アンケート調査の回収状況  

アンケート調査の有効回答数を表ト3に示す。  

表ト3 アンケ…ト調査の有効回答数  

一般診療所  
病院※  

有床   
歯科診療所   

無床   
保険薬局  

発送数   2，000   2，000   2，000   2，000   2，000   

有効回答数   274   291   325   71さ；   800   

有効回答率   13．7％   14．6％   16．3％   35．9％   40．0％   

※単独型・管理型の臨床研修病院を除いた病院を対象とした（以下同じ）。  

1凸4．2 アンケート調査の集計方法   

（1）集計の単位について  

集計は、調査項目（コスト要因）ごとに行っている。各項目における平均値は、その項目に対   

応する医療安全の取り組みを行っている施設のみの平均であり、取り組みを行っていない施設は   

集計に含まれていない。  

（2）全体の平均値について   

調査客体は、表1－1で示すように層化抽出されており、各層で抽出率が異なることから、全体  

の平均を計算する際に、各層の抽出率の違いから生じるバイアスを調整する必要がある。また、  

医療安全の取り組みを行っている施設のみの平均をとっている場合は、各層における取り組みの  

普及度合いの違いから生じるバイアスを調整する必要がある。   

そこで、全体の平均値を計算する際は、層別に集計した後、調査項目（コスト要因）の普及度  

合いと各層の施設数構成比から求めた重み（ウェイト）で、加重平均している。各層の施設数構  

成比から定まる重みを、表1－4（次頁）に示す。  

（3）人件費と非人件貴について   

コストは、人件費と非人件費に分けて把握している。   

人件費は、投入した人数×時間（単位：人時）に、前述の平成18年度厚生労働科学研究補助  

金政策科学推進研究事業『医療における安全・質確保のための必要資源の研究』にて使用された  

人件費単価（円／人時）を乗じて求めている。   

非人件費には、研修参加経費、消毒薬やグローブ等の消粍品購入費、廃棄物処理の委託費のほ  

か、、減価償却計算を適用して年間費用を算出する医療機器。設備の費用がある。  

1．4．3 賠償責任保険料調査の回収状況  

賠償責任保険料調査の有効回答数は27、有効回答率は45．8％であった。  
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表1－4 層化抽出の状況と集計に用いる重み  

病院   施設数  構成比   重み   抽出数  抽出率   

層1  

（療養病床60％以上）   
2，225   29．5％   0．295   500   22．5％   

層2  

（療養病床60％未満）   
1，865   24．7％   0．247   500   26．S％   

層3  

（療養病床なし）   
2，453   32．5％   0．325   500   20．4％   

層4  

（精神病院）   
1，005   13．3％   0．133   500   49．8％   

全体   7，548   100．0％   1．000   2，000   26．5％   

一般診療所・有床   施設数  構成比   重み   抽出数  抽出率   

層1  

（内科系診療科）   
4，917   38，9％   0．389   500   10．2％   

層2  

（整形外科）   
1，325   10，5％   0．105   500   37．7％   

層3  

（産婦人科、産科）   
2，794   22．1％   0．221   500   17．9％   

層4  

（その他外科系診療科）   
3，600   28．5％   0．285   500   13．9％   

全体   12，636   100．0％   1．000   2，000   15．S％   

一般診療所・無床   施設数  構成比   重み   抽出数  抽出率   

層1  

（小児科）   
5，146   6．8％   0．068   500   9．7％   

層2  

（精神科、心療内科）   
2，508   3．3％   0．033   500   19．9％   

層3  

（その他内科系診療科）   
42，115   55，7％   0．557   500   1．2％   

層4  

（外科系診療科）   
25，903   34．2％   0．342   500   1．9％   

全体   75，672   100．0％   l．000   2，000   2．6％   

歯科診療所   施設数  構成比   重み   抽出数  抽出率   

層1  

（口腔外科を標模）   
14，801   22．1％   0．221   1，000   6．8％   

層2  

（層1以外）   
52，246   77．9％   0．779   1，000   l．9％   

全体   67，047   100．0％   1．000   2，000   3．0％   

※ 「施設数」とは、「平成17年医療施設調査」の全施設数から、病院については臨   

床研修病院（単独型、管理型）、開設者が医育機関であるもの、原爆病院、自衛   

隊などの病院を除いた数、一般診療所については医務室、健康管理センター、血   

液センターなどを除いた数である。  

※ 「構成比」は「施設数」の構成比。「抽出数」は本アンケート調査における調査   

客体数（アンケートを送付した対象の数）。「抽出率」は「施設数」に対する「抽   

出数」の割合。  
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2．1病院  

2。1。1回答施設の概況（病院）  

アンケート調査に有効回答のあった病院の数を、病院種類（機能）別および病床規模別にみたも  

のが、表2－1である。同じく、病院種類（機能）別および臨床研修病院（協力型）の指定状況別に、  

また病院種類（機能）別および安全対策加算の算定状況別にみたものが、表2－2である。  

表2－1有効回答病院数；病院種類（機能）・病床規模別  

全体   20～100病床  101～200病床  201～300病床   

療養病床60％以上   71   41   24   5   

療養病床60％未満   75   31   34   7   

療養病床なし   71   40   15   8   

精神科病院   57   7   25   16   

合計   274   119   98   36   

※「療養病床60％以上」「療養病床60％未満」「療養病床なし」は何れも一般病院。以下同様。  

表2－2 有効回答病院数；  

病院種類・臨床研修病院（協力型）の指定状況・安全対策加算の算定状況別  

臨床研修病院（協力型）   

の指定状況  
安全対策加算の算定状況  

指定あリ   指定なし   算定している  算定してない   

療養病床60％以上   7   64   8   63   

療養病床60％未満   23   52   5   70   

療養病床なし   27   14   57   

精神科病院   25   32   4   53   

合計   82   192   31   243   
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2．1．2 医療安全に関する取り組み状況（病院）   

病院における医療安全に関する取り組みの普及度合いを図2－1でみると、「安全管理委員会等の  

設置」、「感染対策委員会等の設置」、「院内研修の開催」、「ヒヤリ・ハット事例の収集」、l「再発防止  

検討会の開催」の実施率が95％超と高くなっている。   

一方、「医療安全に関する内部評価の実施」、「医薬品管理委員会等の設置」の実施率は6割前後  

となっている。  

図2－1病院における医療安全に関する取り組みの普及度合い  

安全管理委員会等の設置  

感染対策委員会等の設置  

医薬品管理委員会等の設置  

院内研修の開催  

院外研修への参加  

ヒヤリ・ハット事例の収集  

再発防止検討会の開催  

院内感染サーベイランスの実施   

医療安全に関する内部評価の実施  

患者相談窓口の設置  

25  50  

普及度合い（％）  

100  

【医療安全に関する取り組みの状況（H18年度上半期）】  

開催回数   開催時間   参加人数   

安全管理委員会   6．3回   0．9時間   13，2人   

感染対策委員会   6．2回   0．8時間   12．4人   

医薬品管理委員会   4．4回   0．8時間   8．0人   

ヒヤリ・ハット報告件数   

※調査時点・期間は、「患者相談窓口の設置」については平成18年9月30日現在、その他に一〕いては18   

年度上半期。  
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2．1。3 入院患者1人1日当たりコスト（病院）   

（1）コスト要因別   

人的な医療安全に関する各取り組み（表2－3の「委員会。会合」から「内部評価活動」まで）に  

ついて、入院患者1人1日当たりのコストを表2－3でみると、安全管理委員会等の各種委員会。会  

合が32円／人目で最も高く、コスト全体の7．9％を占めている。次いで高いのは院外研修で、21円  

／人目、コスト全体の5．1％である。各取り組みの普及度合いとコストとの間に関連は特にみられ  

ない。   

感染対策に必要な物品に関するコスト要因および機器等に関するコスト要因も含めてみると、機  

器等の保守・点検が137円／人目となっており、諸コスト要因の中で圧倒的に高く、コスト全体の  

33．7％を占めている。感染性廃棄物処理も62円／人目で、コスト全体の15．2％を占める。   

なお、患者相談対応のコストについては、相談内容のうち医療安全に関するものの範囲が明確でない  

こと、施設によって患者相談の範囲の捉え方が異なっていると思われること（4．1で後述）などから、  

「参考」扱いとして合計には含めていない。これは2．2～2．5で述べる他施設の結果についても同  

様である。，  
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表2－3 入院患者1人1日あたりコスト（上段）およびコストの対医業収入比（下段）；  

コスト要因・人件費／非人件費別  

平均値  25JlO－セン  

人件費  非人件費  合計   タイル値   

委員会・会合   32．柑円  32．18円  

0．11％  0．11％   

院内研修   1臥14円  1．80円  

0．06％   0．01％   

院外研修   13，44円  7．47円  

0．05％   0．03％   

ヒヤリリヽツト事例収集   13．95円  13．95円  

0．05％  0．05％   

再尭防止検討会   11．94円  11．94円  

0．04％  0．04％   

感染サーベイランス   12．07円  12．07円  

0．04％  0．04％   

内部評価活動   10．61円  10．61円  6，50円   

0．04％  0．04％   

消毒薬・グローブ等  34．26円  

0．12％   

感染性廃棄物処理  61．89円  

0．21％   

機器等の保守・点検   10．47円  

0．04％   

機器・設備の設置・運用  51．68円  

0．17％   

合計  －2・2S 
、 

（参考）患者相談対応   58．38円  58．38円  

0．20％  0．20％   

（参考）患者相談対応を含む合計   181．19円  

0．61％   0．95％   1．56％   

※平均値は、当該取り組みを行っている施設のみに基づく。25－50・75パーセンタイル値は当該取り組みを   

行っていない施設も含む。  
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（2）病院種類（機能）別および病床規模別   

入院患者1人1日当たりの医療安全コストを図2－2でみると、病院全体では406円／人目、一般  

病院は482円／人目、精神科病院は136円／人目である。   

→般病院を機能別にみると、療養病床なしの病院は606円／人目、療養病床60％未満の病院は587  

円／人目、療養病床60％以上の病院は238円／人目となっている。   

さらに、病床規模別コストを表2－4でみると、いずれの病院種類であっても、病床規模が小さいほ  

どコストは大きくなっている。  

図2－2 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；病院種類別  
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一般病院：   一般病院：   精神科病院  

療養60％未満  療養病床なし  
一般病院  一般病院：  

療養60％以上  

表2－4 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；病院種類・病床規模別  

病床規模の区分  

全体   20～100病床  101～200病床  201病床以上   

病院全体   406   534   463   296   

一般病院   482   603   518   324   

療養病床60％以上   238   358   224   104   

療養病床60％未満   587   806   631   359   

療養病床なし   606   683   718   523   

精神科病院   136   195   166   117   
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（3）臨床研修病院（協力型）の指定状況別   

臨床研修病院（協力型）の指定の有無別に入院患者1人1日当たりの医療安全コストを表2－5で  

みると、指定ありの病院全体では447円／人目、指定なしでは374円／人目となっており、指定あ  

りの病院の方が病床規模が大きいにもかかわらずコストは高い。  

表2＿5 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；病院種類・臨床研修病院（協力型）の指定状況別  

臨床研修病院の指定状況  

全体   指定あり   指定なし   

病院全体   406   447   374  

（141病床）   （176病床）   （122病床）   

一般病院   432   471   397  

（131病床）   （169病床）   （111病床）   

療養病床60％以上   218   151   226  

（112病床）   （125病床）   （110病床）   

療養病床60％未満   529   713   425  

（138病床）   （163病床）   （127病床）   

療養病床なし   532   503   568  

（143病床）   （213病床）●  （100病床）   

精神科病院   125   130   120  

（207病床）   （222病床）   （196病床）   

※（）内は平均病床数。  

表2－6 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；臨床研修病院（協力型）の指定状況・病床規模別  

病床規模の区分  

全休   20～100病床  101～200病床  201病床以上   

全一本   406   534   463   296   

臨床研修病院   447   860   426   350   

指定なし   374   408   530   227   

※病院全体でのクロス集計。  
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（4）安全対策加算の算定状況別   

安全対策加算の算定の有無別に入院患者l人1日当たりの医療安全コストを表2－7でみると、病  

院全体では、算定している病院が448円／人目、算定していない病院が404円／人日となっており、  

算定している病院の方がコストは高い。  

表2－7 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；病院種類・安全対策加算の算定状況別  

安全対策加算の算定状況  

全体   算定している  算定してない   

病院全体   406   448   404  

（141病床）   （191病床）   （132病床）   

一般病院   432   460   438  

（131病床）   （191病床）   （120病床）   

療養病床60％以上   218   199   222  

（112病床）   （163病床）   （105病床）   

療養病床60％未満   529   846   504  

（138病床）   （171病床）   （136病床）   

療養病床なし   532   470   565  

（143病床）   （232病床）   （121病床）   

精神病院   125   163   122  

（207病床）   （192病床）   （208病床）   

※（）内は平均病床数。  

表2－8 入院患者1人1日当たりのコスト（円）；安全対策加算の算定状況・病床規模別  

病床規模の区分  

全休   20～100病床  101～200病床  201病床以上   

全体   406   534   463   296   

安全対策加算   448   612   388   338   

算定していない   404   526   468   295   

※病院全体でのクロス集計。  
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2．1．4 コストの対医業収入比（病院）  

（1）病院種類（機能）別および病床規模別   

医療安全コストの医業収入に占める割合を図2－3でみると、病院全体ではl．37％、一般病院では  

1．50％、精神科病院では0．65％である。一般病院の中では、療養病床が60％以上の病院で1．10％と  

比較的低くなっている。   

これを病床規模別に表2－9でみると、病院全体でも、病院種類別の殆どの層でも、病床規模が小  

さいほどコストの医業収入比が大きいという傾向がみられる。  

図2－3 コストの対医業収入比（％）；病院種類別  
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病院全体  
一般病院  一般病院：  

療養60％以上  

一般病院：  

療養60％未満  

一般病院：   精神科病院  

療養病床なし  

表2－9 コストの対医業収入比（％）；病院種類・病床規模別  

病床規模の区分  

全体   20～100病床  101～200病床  201病床以上   

病院全体   1．37   1＿79   1．42   1．13   

一般病院   1．50   1．95   1．50   1．20   

療養病床60％以上   1．10   1．69   0．84   0．77   

療養病床60％未満   1．73   2．43   1．68   1．24   

療養病床なし   1．52   1．70   1．78   1．32   

精神科病院   0．65   0．78   0．78   0．58   
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（2）コスト要因別   

医療安全コストの医業収入に占める割合をコスト要因別に表2－10でみると、機器等の保守・点  

検が0・46％で最も大きく、次いで感激性廃棄物処理が0．21％である。以下、機器・設備の設置・運  

用が0．17％、消毒薬・グローブ類が0．12％、委員会・会合が0．11％と続く。  

表2－10 コストの対医業収入比；コスト要因・人件費／非人件費別  

平均値  

人件費  非人件費  合計   

委員会・会合   0．11％  0．11％   

院内研修   0．06％   0．01％   0．07％   

院外研修   0．05％   0．03％   0．07％   

ヒヤリリ＼ツト事例収集   0．05％  0．05％   

再発防止検討会   0．04％  0．04％   

感染サーベイランス   0．04％  0．04％   

内部評価活動   0．04％  0．04％   

消毒薬・グローブ等  0．12％   0．12％   

感染性廃棄物処理  0．21％   0．21％   

機器等の保守一点検   0．04％   0．43％   0．46％   

機器・設備の設置・運用  0．17％   0．17％   

（参考）患者相談対応   0．20％  0．20％   

（参考）患者相談対応を含む合計   0．61％   0．95％   1．56％   

2．1．5 病棟薬剤師の配置に伴うコスト（病院）  

1病院当たりの病棟薬剤師の配置状況を表2－11でみると、病院全体で、1病院当たり平均病棟数  

3．2に対し、薬剤師が常駐しているのは0．2病棟（6．3％）、定期滞在しているのは0．4病棟（12．5％）、  

配置されていないのは2．6病棟（81．3％）である。   

病棟薬剤師配置の充実に要するコストを想定する場合、例えば、療養病床のない一般病院で薬剤  

師が配置されていない病棟は1病院当たり2．6あるが、これらの病棟に薬剤師を半日常駐させるた  

めには、「2．6病棟×0．5（半日）×薬剤師1人当たり年間コスト」が1病院当たりで必要となる－  

という計算になる。  
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表2－111病院当たりの薬剤師配置状況別病棟数；病院種類別  

病院全体  「般病院  精神科病院  

一般病院  
全体   60％以上   

薬剤師が常琴している病棟数   0．2   0，3   0．3   0．4   0．3   0．0   

薬剤師が定細滞在している病棟数   0．4   0．4   0．2   0．6   0．3   0．5   

薬剤師を配置していない病棟数   2．6   2、3   2．2   2．2   2．6   3．6   

病棟数の合計 3．2   3．0   2．7   3．1   3．2   4．1   

2．1．6 考察（病院）  

医療安全に関する取り組みの普及率は、全般に高い。アンケートで調査した諸コスト要因の中で  

4番目にコストがかかっている「委員会・会合」については安全管理委員会等の設置率が99．7％、  

同じく感染対策委員会等の設置率が99．8％と極めて高率であり、多くの病院が医療安全に取り組ん  

でいると言える。さらに、アンケート調査項目にはなかったコスト要因も、ヒアリング調査におい  

て、安全の観点から行われる施設設備の改修（バリアフリー化など）や、安全に関わる備品（車椅  

子など）の購入と保管などが挙げられた。こうしたアンケート調査およびヒアリング調査の結果か  

ら、医療安全の取り組みが必要かつ重要であるという認識と共に、様々な側面において医療安全に  

関するコストがかかっているという意識が、病院にあることが示唆される。   

医療安全コストは、病院種類（一般病院／精神科病院の別、および一般病院における療養病床比  

率の別）や病床規模によって差がみられるが、全体的に病院種類に関係なく病床規模が′トさいほど  

単位当たりコスト（入院患者1人1日当たりコスト、およびコストの対医業収入比）が高いという  

傾向が調査の結果、明らかとなった。すなわち、医療安全に関して、病院の規模に関係なく一律に  

かかってくる基本的なコストというものが存在しており、それが小病院であるほど大きなコスト圧  

力となっていると考えられる。ヒアリング調査においても、特に病床の数が少ない病院において、  

医療安全コストの負担感を訴える声が強かった。   

医療安全に関する取り組みの中では「内部評価の実施」の普及率が6割未満と相対的には低く、  

医療安全取り組みの“体制”（委員会の設置、研修の実施、ヒヤリ・ハット事例の収集など）は高  

水準まで整ってきた中で、今後はその“実質”（そうした体制が実際に機能しているかどうか）を  

担保する活動（たとえば内部評価活動）の推進が課題になると考えられる。医療安全取り組みの“体  

制”を形だけのものにせず、しっかりと“実質’’が伴うものにしていくためにも、体制が実質的に  

機能するのに要するコストを正しく評価すること、また病院規模によって医療安全の実質に差が生  

じないようコスト負担の平準化を図ることが求められよう。  
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2．2 一般診療所一有床  

2．2．1回答施設の概況（一般診療所一有床）  

アンケ・－トに有効回答のあった一般診療所・有床の数を、主たる診療科及び入院患者規模別にみ  

たものが表2－12、主たる診療科及び臨床研修施設の指定状況別にみたものが表2－13、主たる診療科  

及び外来患者規模別にみたものが表2－14である。  

表2－12 施設数；主たる診療科目・入院患者数階級別  

入院患者数階級  

全体   500以下   501一－1500  1501・・′2500  2501以上   

内科系診療科   86   41   26   9   10   

整形外科   66   25   19   10   12   

産婦人科・産科   62   39   17   4   2   

その他外科系診療科   77   47   13   6   

合計   291   152   75   34   30   

※ 入院患者数は、6か月間の延べ患者数である。  

※ 「内科系診療科」とは、内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科、小児科、精神科、神経科、   

神経内科、心療内科、アレルギー科、リウマチ科をいう。以下の図表でも同様。  

※ 「その他外科系診療科」とは、外科、形成外科、美容外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、   

小児外科、婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、気管食道科、皮膚科、泌尿一器科、性病科、こう門科をい  

う。以下の図表でも同様。  

表2－13 施設数；主たる診療科目・臨床研修施設の指定状況別  

臨床研修施設の指定状況  

全体   指定あり   指定なし   

内科系診療科   86   3   83   

整形外科   66   65   

産婦人科■産科   62   4   58   

その他外科系診療科   77   3   74   

合計   291   280   
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表2－14 施設数；主たる診療科目・外来患者数階級別  

外来患者数階級  

全体   2500以下  2501・〉5000  5001以上   

内科系診療科   86   15   44   27   

整形外科   66   9   37   20   

産婦人科・産科   62   20   30   12   

その他外科系診療科   77   9   37   31   

合計   291   53   148   90   

※ 外来患者数は、6か月間の延べ患者数である。  
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2．2．2 医療安全に関する取り組み状況（一般診療所一有床）   

医療安全に関する取り組みの普及度合いを図2－4でみると、「ヒヤリ。ハット事例の収集」が76．2％、  

で最も高く、「安全管理委員会等の設置」、「感染対策委員会等の設置」が続いている。院内感染サ  

ーベイランスについては6割以上の施設で実施されている。   

一方、「患者相談窓口の設置」は実施施設割合が16．5％と、取り組みの中では相対的に低い普及  

度合いとなっている。また委員会に関しては、「安全管理委員会等の設置」および「感染対策委員  

会の設置」が何れも7割を超えるのに対し、「医薬品管理委員会等の設置」は4割未満に留まって  

いる。．  

図2－4 医療安全に関する取り組みの普及度合い（％）  

安全管理委員会等の設置  

感染対策委員会等の設置  

医薬品管理委員会等の設置  

院内研修の開催  

院外研修への参加  

ヒヤリリヽツト事例の収集  

再発防止検討会の開催  

院内感染サーベイランスの実施  

医療安全に関する内部評価の実施  

患者相談窓口の設置  

25  50  

普及度合い（％）  

75  100   

【医療安全に関する取り組みの状況（H18年度上半期）】  

開催回数   開催時間   参加人数   

安全管理委員会   4．9回   0．8時間   7．7人   

感染対策委員会   4．7回   0．7時間   7．4人   

医薬品管理委員会   4．3回   0．7時間   6．1人   

ヒヤリ・ハット報告件数  
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乙2．3 患者1人1日当たりコスト（一般診療所・有床）   

（1）コスト要因別   

医療法が定める人員配置の標準数によると、一般病床16床に医師1人、外来患者40人に医師1  

人を置くように定められていることから、（外来患者数延べ数×16／40）で外来患者数を入院患者  

数に換算して、入院患者延べ数に加えた患者数（以下、「換算入院患者数」という）を用いて、患  

者1人1日当たりのコストを算出したものが表2－15である。   

一般診療所・有床全体でみると、換算入院患者1人1日当たりの医療安全コストは619円／人目  

であった。コスト要因別にみると、感染性廃棄物処理が131円、消毒薬・グローブ等が81円、機  

器・設備の設置・運用が81円、委員会・会合が79円と、上位項目となっている。院外研修は53  

円、院内研修は39円で、内外の研修を合わせると92円となり、感染性廃棄物処理に次いでいる。  

医療安全コストを人件費と非人件費別にみると人件費が258円、非人件費が361円と、非人件費が  

6割近くを占めている。一方、．ヒヤリ・ハット事例収集は3円と、相対的にはコストの低い項目と  

なっている。   

同様に、〈入院患者数延べ数×40／16）で入院者数を外来患者数に換算して、外来患者延べ数に加  

えた患者数（以下、「換算外来患者数」という）を用いて、 患者l人1日当たりのコストを算出し  

たものが表2－16である。一般診療所・有床全体でみると、換算外来患者l人1日当たりの医療安  

全コストは248円／人目であった。  
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